
 

 

 

 

 

 
☆ 2022年参議院選挙（7月 10日投票）まであと 11日！ 
民医連の要求「かけがえのない いのち 憲法を生かす社会の実

現を」を掲げ、要求を実現させましょう！ 
 

● ２つの道をめぐる重大な選挙 

7 月 10 日、投票日の参議院選挙は、9 条改憲で日本を

戦争する国にするのか、憲法を生かした平和外交で戦争

しない国にするのかが問われる選挙です。これは、国の

お金を軍備増強につぎ込むのか、医療・介護の充実、い

のち守る社会保障充実に使うのか、この選択でもありま

す。 

コロナ禍の 2 年余り、医療や介護、公衆衛生など社会

保障制度のぜい弱さが露呈しました。感染しても入院で

きず自宅に放置され、適切な医療を受けられず、いのち

を落とす事態もおきました。いのちの選別を迫られ、利

用者、家族はもちろん、わたしたち医療・介護従事者も

つらい耐えがたい場面に直面しました。こうした事態は、

政府が社会保障予算を削減し続け、医療提供体制を縮減

し、医療・介護従事者の養成も処遇改善も怠り、保健所

や配置する保健師を減らしてきた結果です。 

● 介護保険のさらなる改悪を計画 

岸田政権は 6 月、政府の基本方針となる｢骨太方針」を

発表し、世代間の対立を煽りながら全ての世代の社会保

障を削減する「全世代型社会保障改革」を推進する方針

を示しました。厚労省の介護保険部会では介護保険制度

の次期見直しの審議が開催され、財政審の建議では、「利

用者負担の見直し」、「ケアマネジメントの利用者負担導

入」、「軽度者へのサービスの地域支援事業への移行等」

などが盛り込まれ、介護保険部会が示している論点より

もさらに踏み込んだ改悪が提言されています。 

今回の参議院選挙は、制度の次期見直しの内容や処遇

改善策を検討・決定する国会議員を選ぶ選挙です。私た

ちの声を国会に届けてくれる議員を選び、介護従事者や高齢者が大切にされる政治に変えましょう。 
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★ 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 
食材料費・光熱水費の高騰対策介護施設等においても活用可能 
（各都道府県･市区町村の判断で設定） 
厚労省の事務連絡（※）で、地方自治体が、コロナ禍において原油価格や電気・ガス料金を含む物価の高騰

の影響を受けた生活者や事業者の負担の軽減を、地域の実情に応じきめ細やかに実施できるよう、「新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金」を拡充し、「コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分」を創

設することが示されました。介護サービス事業所・施設等についても自治体の判断で活用可能とされていま

す。各自治体での対応を確認し、臨時交付金を活用して利用者・事業者の負担軽減の実施を要請しましょう。 

最寄りの自治体で独自助成を検討・実施する動きや助成を求める運動など、関連する情報がありましたら全

日本民医連までお寄せください。 

(※) 5月9日付事務連絡『令和4年度における新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の取扱及びコ

ロナ禍における「原油価格・物価高騰等総合緊急対策」について』  

 

 お問い合わせ先 介護ウェーブ推進本部 
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